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統計表の編成と基礎資料
この分野は、医療施設などに関する統計表、衛生及び傷病に関する統計表で編成されている。医療施設などに関する統計表としては、病院･診療所などの施設数及び患者数を、衛生に関する統計表としては、保健所運営状況及び環境衛生関係営業施設数を、傷病に関する統計表としては、市民のり患及び死因に関する統計表を掲載した。
基礎資料は、『名古屋市統計書』、『名古屋市統計年鑑』、『名古屋市衛生年報』及び『保健所のあゆみ資料編』などである。
なお、人口動態調査の解説及びその集計結果である出生、死亡、婚姻、離婚などに関する統計表は、｢1-2人口｣の分野に掲載されている。
衛生行政の沿革

市制施行当時の衛生行政は、もっぱら伝染病予防のための清潔方法の普及、汚物の処理、愛知県避病院を引き継いだ市立伝染病院の運営、衛生思想の普及などの防疫業務を行うにとどまっていた。その後、急性伝染病が減少すると、公衆衛生の中心課題は、結核、性病、らいなどの慢性伝染病及び精神病などの社会病に移り、各予防法が制定された。
さらに、結核対策などに関し、地域に密着した指導の必要性から、昭和12年に保健所法が制定された。本市においても、昭和14年に初めて牧野保健所が設置されたが、昭和22年の保健所法の全面改正にともない、保健所条例が公布され、衛生行政機構強化の一環として保健所が拡充強化された。
昭和31年には地方自治法が改正され、指定都市制度が設けられたのにともない、本市でも従来愛知県が行っていた行政事務のうち16項目(うち衛生関係7項目)が移譲され、衛生行政の範囲が拡大した。
近年では、悪性新生物、心疾患、脳血管疾患などの成人病が増加し、また人口の高齢化が着実に進行している

が、市民の健康に対する関心は高まっており、市民が生涯にわたり心身の健康を確保できるように、衛生行政の一層の充実が求められている。
各統計調査について

1　　病院報告　(承認統計)

病院報告は、病院の基礎的な実態と患者の利用状況、従事者の状況を把握し、医療行攻の基礎資料とすることを目的としている。この報告の前身は、昭和20年10月に発足した｢病院週報｣であるが、23年6月に週報から月報に改められ、また、同年11月に医療法施行規則が定められて、報告の根拠が明確にされた。昭和29年には、名称を｢病院報告｣に改め、承認統計調査となり、現在に至っている。
2　　厚生省報告例(衛生関係)　(届出統計)

昭和13年の厚生省設置以来、都道府県･指定都市の衛生行政の実態を把握するため実施されている。この間、関係法令の制定、改廃、その他行政上の必要から逐次改正が行われて現在に至っている。
3　　保健所運営報告　(届出統計)

保健所の事業全般にわたる各月の活動状況を統計的に記録し、これにより保健所運営の改善に資するのを目的とし、昭和23年に｢保健所事業成績月報｣として始められたが、29年の改正で｢保健所運営報告｣として再発足し、その後、数次の改正を経て現在に至っている。
4　　伝染病統計調査　(届出統計)

明治13年に｢伝染病週報｣が実施されて以来、伝染病患者の発生状況を的確に把握し、疫学的事項の解明及び防疫対策に必要な資料を得るため行われている。伝染病予防法の規定による法定･指定･届出伝染病のほか寄生虫予防法、トラホーム予防法(昭和58年12月10日廃止)、結核予防法、らい予防法及び性病予防法の規定により届出られたものを対象にしている。
